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                             平成 22 年 11 月１日 

各 位                   

会 社 名 株式会社川島織物セルコン 

代表者名 取締役社長  中西 正夫 

（コード番号 ３００９ 東証一部） 

問合せ先 取締役執行役員  森 仁士 

（電話 ０７５－７４１－４３１５） 

 

株式会社住生活グループとの業務資本提携、第三者割当による新株発行及び 

自己株式の処分並びに主要株主及び筆頭株主の異動等に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年 11 月１日開催の取締役会において、株式会社住生活グループ（以下

「住生活グループ」といいます。）との業務資本提携契約の締結と、それに伴う住生活グ

ループを引受先とした第三者割当による新株式の発行及び自己株式の処分（以下総称して

「本第三者割当増資」といいます。）を行う旨の決議をいたしましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 

また、本第三者割当増資により、住生活グループは、当社の主要株主である筆頭株主及

び「その他の関係会社」（当社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社）

に該当することが見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．住生活グループとの業務資本提携 

１．業務資本提携の理由 

当社グループはこれまで、「企業ブランドを磨き続け、他社にまねできない価値ある商

品やサービスを全力で提案し、提供していく」を基本姿勢として、全ての事業・体制・仕

組みを徹底して見直し、筋肉質で強固な収益基盤を構築することを基本戦略とし、全社を

あげ事業構造改革を進めてまいりました。改革の主な施策は下記のとおりであり、一定の

効果を上げております。 

（1）事業の縮小・整理 

身装・美術工芸事業においては、ゆかた、合繊呉服からの撤退等を実施しました。

インテリアファブリック事業においては、縫製工場を２拠点、物流倉庫を１拠点閉

鎖しました。自動車・列車・航空機内装材事業においては、フィリピンの現地法人

を閉鎖しました。 
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（2）人員の削減 

当社は２度の転進支援制度により、約 650 名の人員削減を実施しました。その結

果、人件費を削減し、損益分岐点を引き下げております。 

（3）在庫の削減 

在庫については、不採算事業からの撤退も相俟って大きく削減を図りました。 

 

しかしながら米国の金融危機に端を発した世界的な景気後退の影響を大きく受け、イン

テリア業界は新設住宅着工戸数の大幅な減少、自動車内装材業界は生産台数の落込みの中

で、当社は大幅な減収となり、直近２期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計

上しており、財務の健全性確保が喫緊の課題となってまいりました。 

こうした状況下、平成 22 年７月に、当社は、赤字体質が長年続いており、装置産業の

ため資金負担が重くなっていた自動車・列車・航空機内装事業につきまして、事業競争力

の向上とグローバル展開力の強化を図ることを目的に、トヨタ紡織株式会社及び豊田通商

株式会社との３社で設立したＴＢカワシマ株式会社に事業を統合させる会社分割を実施

しました。この会社分割により、身装・美術工芸事業、インテリアファブリック事業の２

分野へ経営資源を集中できる体制を構築しましたが、規模に見合った借入額の縮小ができ

ず、安定した財務基盤を構築して業務運営を行うためには、一定規模の資本増強が必要な

状況となりました。特に当社は、過年度の大きな投資資金の大半を有利子負債に依存して

きており、確実な資金調達方法により自己資本の充実と財務の健全性を確保することも急

務となっております。また、当社は、同会社分割後の主力事業であるインテリアファブリ

ック事業の拡大発展のため、他社とのアライアンスを模索しておりました。 

 

一方、住生活グループは、住宅サッシやエクステリア等の金属製建材事業、衛生陶器や

バスルーム、キッチン等の水回り設備事業など住宅に関わる建材･設備商品を多領域で横

断的に事業展開しております。他社とのアライアンスを模索するなか、住宅に関わる建

材・設備商品に強い住生活グループと、ファブリックを中心とした窓回り商品・床材等内

装材全般に強みを持つ当社が、業務資本提携を行うことにより、お互いにない強みを持ち

寄り、住宅に関わる総合的な提案力が強化されると同時に、コスト削減、営業協力や商品

開発等にシナジー効果（具体的には、コスト面では物流拠点、配送網の共同利用により物

流コスト削減が見込まれます。また、住宅に関わる総合提案の中で、部材の共用化が図れ

るなど調達コストの削減も見込まれます。さらに、営業面では、両社が保有していない販

売ネットワークを相互に利用することにより、販売機会の増加が見込まれます。）も期待

でき、再編の進みつつある住宅関連市場での優位性を高めていくことが可能であると判断

し、業務資本提携契約締結に至りました。 
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今後、当社は住生活グループとの相互協力により、財務体質の強化を図り、インテリア

分野、身装・美術工芸分野において長い歴史と実績のあるブランドを維持しつつ、安定し

た事業基盤を確保し、一層発展成長することが可能になると同時に一定規模の資本増強を

果たすことにより、機動的・効率的な業務運営が可能となります。 

このように、住生活グループと当社の資本及び事業両面での協力関係を構築することが、

将来的な企業価値及び株主価値の向上に資すると判断し、業務資本提携契約締結に至った

ものであります。 

 

２．業務資本提携の内容 

当社と住生活グループは、双方がブランドの独自性を維持しつつ最大限のシナジーを実

現することを目的として業務資本提携を行うこととしており、その具体的な業務提携の内

容は下記のとおりです。 

（1）営業協力 

両社の販売ネットワークを活用し、協働して既存の新築市場に対する内装材の販売

拡大を図ります。 

（2）リフォーム市場での協力 

両社が保有するリフォーム市場に向けたインフラ、商品群を有効に組み合わせるこ

とで販売拡大を図ります。 

（3）商品開発の協力 

両社が協力し、環境に貢献する窓回り商品の強化、ラインアップの充実を図ります。 

（4）生産、物流等における協力 

両社が協力し、生産コスト、物流コストの低減を図ります。 

 

また、業務提携を実効ならしめるため、住生活グループが指名する者１名以上を当社の

取締役に選任する予定であり、その他２名以上の出向者を受入れる予定です。 

 

３．業務資本提携の相手先の概要 

住生活グループの概要につきましては、下記Ⅱ．６．（1）をご参照下さい。 
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４．業務資本提携の日程 

（1） 取締役会決議日 平成 22 年 11 月１日 

（2） 業務資本提携契約の締結 平成 22 年 11 月１日 

 

５．今後の見通し 

当社と住生活グループは、業務資本提携により、相互協力関係を強化して両社のシナジ

ー効果発揮に向けた取組みを行い、その結果企業価値の向上に資するものと判断しており

ますが、現時点では、平成 23 年３月期の業績への具体的な影響額については未定です。

業績予想を修正する必要が生じた場合は、適時開示いたします。 
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Ⅱ．第三者割当による新株式発行及び自己株式の処分 

１．募集の概要 

（1）発行期日及び処分期日 平成22年12月15日（水） 

（2）発行新株式及び処分株式数 
発行新株式 普通株式 48,000,000株 

処分株式数 普通株式    399,000株 

（3）発行価額及び処分価額 １株につき46円 

（4）資金調達の額 2,226,354,000円 

（5）募集又は割当方法若しくは処分方法 第三者割当の方法による 

（6）割当先及び処分先 株式会社住生活グループ 

（7）その他 

上記各号については、私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律における株式取得に関する計

画届出書の受理及び金融商品取引法に基づく有価

証券届出書の効力発生を条件とします。 

 

２．募集及び処分の目的及び理由 

本第三者割当増資は、上記Ⅰ.に記載の住生活グループとの業務資本提携契約に基づい

て実施されるものでありますが、業務資本提携により、当社は、インテリア分野、身装・

美術工芸分野において長い歴史と実績のあるブランドを維持しつつ、安定した事業基盤を

確保しながらより一層発展成長することが可能となります。 

そのため、本第三者割当増資により当社株式に希薄化が生じる結果となりますが、本第

三者割当増資を含めた住生活グループとの業務資本提携により、当社の企業価値は向上し、

更には株主の皆様の利益向上にもつながるものと考えております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（1）調達する資金の額（差引手取概算額） 

払込金額及び処分価額の総額 2,226,354,000 円 

発行及び処分諸費用概算額 25,000,000 円 

差引手取概算額 2,201,354,000 円 

 

（注）① 発行及び処分諸費用概算額には、消費税等は含まれておりません。 

② 発行及び処分諸費用概算額の内訳は、主にアドバイザリー・フィー、弁護士費

用、登記費用その他費用です。 
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（2）調達する資金の具体的使途 

本第三者割当増資により調達する差引手取概算額 2,201 百万円は、全額を有利子負

債の返済に充てることにより、財務基盤の強化を図ります。 

具体的には、事業規模対比過大となり、返済負担がキャッシュフローを圧迫してい

る借入金の返済に充てる予定であり、その結果として支払利息の削減効果を年間約 50

百万円見込んでおります。 

本第三者割当増資による資金調達は、下記のとおり、平成 22 年 12 月以降に随時支

出する予定であります。また、支出時期までの資金管理につきましては、安定的な金

融資産である銀行預金で運用する予定です。 

具体的な使途 金額 支払予定時期 

有利子負債の返済 2,201,354,000 円 平成22年 12月～平成23年３月

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は２期連続の営業損失、経常損失及び当期純損失を計上し、財務基盤の安定を喫緊

の課題としております。また、本年７月に自動車内装事業を分割し、会社の規模は縮小し

たものの、規模に見合った借入額の縮小ができず、安定した財務基盤の構築が業務運営に

不可欠となっております。本第三者割当増資による資金調達により、有利子負債を返済す

ることで、財務基盤の強化が図れます。 

その結果、財務体質も強化され、企業価値、株主価値の向上につながると考えており、

資金使途には合理性があるものと判断しております。 

 

５．発行条件及び処分条件等の合理性 

（1）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

発行価額の決定に際しては、公正性を期すため、当社は、独立した第三者機関であ

るデロイト トーマツ ＦＡＳ株式会社（以下「デロイト トーマツ ＦＡＳ」といいま

す。）に株価算定を依頼し、平成 22 年 10 月 29 日付でデロイト トーマツ ＦＡＳよ

り算定結果報告書を取得しております。また、当社は、弁護士法人大江橋法律事務所

（以下「大江橋法律事務所」といいます。）から本第三者割当増資に関する法的助言

について依頼し、平成 22 年 10 月 29 日付で法律意見書を取得しております。 

当社の取締役会は、上記の算定結果報告書及び法律意見書を踏まえて、当社の業績

動向、財務状況、株価動向、住生活グループとの協議内容及び日本証券業協会の「第

三者割当増資の取扱いに関する指針」の規定等を総合的に勘案し、本第三者割当増資

に関する取締役会決議日の直前営業日までの１か月間（平成 22 年９月 30 日から平成

22 年 10 月 29 日）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値 48

円を参考としたうえで、発行価額を 46 円（直前営業日の終値に対して 4.55％のプレ
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ミアム）といたしました。 

取締役会決議の直前営業日までの１か月間の終値平均値を参考とした理由は、昨今

の不安定な株式市場や当社の株価動向・売買高等を考慮し、取締役会決議の直前営業

日の終値という一時的な株価を基準とするよりも、一定期間の平均株価という平準化

された値を基準とする方が算定根拠として客観性が高く合理的であると判断したた

めです。なお、取締役会決議の直前営業日までの３か月間以上の終値平均値を参考と

しなかった理由は、当社は平成 22 年７月１日に自動車・列車・航空機内装事業を会

社分割していることから、その影響を考慮すると必ずしも直近の財務・業績の内容を

反映しているとは言い難いと判断したからです。 

この発行価額については、当社として、本第三者割当増資に関する取締役会決議日

の直前営業日までの１か月間の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終

値平均値 48 円が、直近の財務・業績の内容を反映しており、直近の市場価格として

当社株式の価値をより公正に反映していると判断したうえで、当社の業績動向、財務

状況、株価動向等を勘案し、住生活グループと協議・交渉したうえで決定したもので

あります。また、直前営業日の終値に対して 4.55％のプレミアムであることから日本

証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠していると共に、上記

デロイト トーマツ ＦＡＳから取得した算定結果報告書の算定結果（市場株価法 44

円～47 円、類似会社比較法 32 円～47 円、DCF 法 48 円）から著しく乖離していないこ

とから、当社は、大江橋法律事務所から取得した法律意見書を参考にしたうえで、当

該発行価額は合理的で有利発行に当たらないと判断しております。なお、上記法律意

見書においても、当社が、上記算定結果報告書を踏まえ、昨今の不安定な株式市場や

当社の株価動向・売買高等を考慮し、取締役会決議の直前営業日の終値という一時的

な株価を基準とするよりも、一定期間の平均株価という平準化された値を基準とする

方が算定根拠として客観性が高く合理的であると判断し、他方、取締役会決議の直前

営業日までの 3 か月間以上の終値平均値については、当社は、平成 22 年 7 月 1 日に

自動車・列車・航空機内装事業を会社分割していることから、必ずしも直近の財務・

業績の内容を反映しているとは言い難い可能性があると判断の上、当社の業績動向、

財務状況、株価動向、株式会社住生活グループとの協議内容及び上記「第三者割当増

資の取扱いに関する指針」の規定等を総合的に勘案し、取締役会決議の直前営業日ま

での１か月間の終値平均値を参考としたうえで、払込金額を 46 円（直前営業日の終

値に対して 4.55％のプレミアム）としたことに合理性は認められ、当該発行価額が有

利発行に該当しないと判断することは合理的であると考えられる旨の意見が述べら

れております。 

また、この発行価額は、取締役会決議日の直前営業日までの３か月間の終値平均値

55 円に対して 15.85％のディスカウント、同６か月間の終値平均値 63 円に対して
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27.04％のディスカウントとなるものの、当社としては、前述のとおり３か月間以上

の終値平均値は直近の財務・業績の内容を反映しているとは言い難いと判断しており

ますので、当該発行価額は有利発行に該当しないと判断しております。 

なお、同取締役会に出席した全監査役は、本第三者割当増資は財務基盤の強化に資

するものであること、また発行価額については、取締役会決議の直前営業日までの１

か月間の終値平均値を参考として決めており、独立した第三者機関であるデロイト 

トーマツ ＦＡＳから平成 22年 10 月 29 日付で取得した算定結果報告書の内容からし

ても、有利発行に該当せず適法であると認められる旨の見解を述べております。 

 

（2）発行数量及び処分数量並びに株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当増資により、住生活グループに対して普通株式 48,399,000 株が割り当

てられることで、平成 22 年９月 30 日現在の当社普通株式の発行済株式総数

93,903,222 株（総議決権 92,769 個）に対する割合は 51.54％（総議決権数に対する

割合 52.17％）となり当社普通株式につき１株当たりの持分割合が希薄化することに

なります。 

しかし、上記Ⅰ.に記載の住生活グループとの業務資本提携契約に基づく本第三者割

当増資により、当社は、安定した財務基盤を確保するとともに事業基盤の安定化を図

れ、本第三者割当増資は、当社の企業価値の向上、更には株主の皆様の利益向上にも

つながるものと考えているため、その発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であ

ると判断いたしました。 
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６．割当先及び処分予定先の選定理由等 

（1）割当先及び処分先の概要 

（１）名称 株式会社住生活グループ 

（２）所在地 東京都江東区大島二丁目１番１号 

（３）代表者の役職・氏名 取締役社長 杉野 正博 

（４）事業内容 

国内外の住生活関連事業・都市環境関連事業を営む会社

の株式または持分を取得、所有することによる当該会社

の事業活動の支配、管理 

（５）資本金 68,121百万円（連結） 

（６）設立年月日 昭和24（1949年）年９月19日 

（７）発行済株式総数 313,054,255株 

（８）決算期 ３月31日 

（９）従業員数 35,976人（連結） 

（10）主要取引先 － 

（11）主要取引銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

株式会社三井住友銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

日本トラスティサービス信託銀行㈱信託口 5.72％

日本マスタートラスト信託銀行㈱信託口 4.31％

野村信託銀行㈱信託口 3.88％

第一生命保険相互会社（常任代理人資産管理

サービス信託銀行㈱） 

（注）第一生命保険相互会社は平成 22 年 4 月

1日をもって相互会社から株式会社への組織

変更を行い、第一生命保険株式会社となって

おります。 

2.07％

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2.05％

日本トラスティサービス信託銀行㈱信託口９ 2.02％

日本生命相互保険会社 1.98％

株式会社三井住友銀行 1.70％

財団法人トステム建材産業振興財団 1.59％

（12）大株主及び持株比率 

トステム従業員持株会 1.48％
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資本関係 

当社と住生活グループとの間には、記載す

べき資本関係はありません。また、当社の

関係者及び関係会社と住生活グループの

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき

資本関係はありません。 

人的関係 

当社と住生活グループとの間には、記載す

べき人的関係はありません。また、当社の

関係者及び関係会社と住生活グループの

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき

人的関係はありません。 

取引関係 

当社と住生活グループとの間には、記載す

べき取引関係はありません。また、当社の

関係者及び関係会社と住生活グループの

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき

取引関係はありません。 

（13）当事会社間の関係 

関連当事者

への該当状

況 

住生活グループは、当社の関連当事者には

該当しません。また、住生活グループの関

係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

（14）最近３年間の経営成績及び財政状況（連結） 

決算期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

連結純資産（百万円） 556,117 533,073 516,321 

連結総資産（百万円） 1,061,035 1,048,837 1,033,503 

１株当たり連結純資産（円） 1,983.79 1,903.69 1,842.78 

連結売上高（百万円） 1,103,839 1,046,854 982,606 

連結営業利益（百万円） 35,737 25,603 25,983 

連結経常利益（百万円） 37,716 22,179 27,857 

連結当期純利益（百万円） 17,708 474 △5,331 

１株当たり連結当期純利益（円） 61.20 1.70 △19.12 

１株当たり配当金（円） 40 40 40 
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（注）当社は、割当予定先が株式会社東京証券取引所へ提出したコーポレート・

ガバナンス報告書記載の「私たちは、反社会的団体・個人（総会屋・暴力団など）

を一切認めません。彼らの脅しや脅迫的な態度には組織で対処し、それに屈する

ことなく毅然とした態度で臨みます。彼らとの関係を持つことは絶対にありませ

ん」との基本的な考え方を確認するとともに、割当予定先へのヒアリングにより、

割当予定先グループはコンプライアンス遵守の経営の徹底のためコーポレート・

ガバナンスの充実を図っており、割当予定先並びに割当予定先の役員及び主要株

主が、暴力若しくは威力を用い、又は詐欺その他の犯罪行為を行うことにより経

済的利益を享受しようとする個人、法人その他の団体（以下「特定団体等」とい

います。）である事実、特定団体等が割当予定先の経営に関与している事実、割

当予定先並びに割当予定先の役員及び主要株主が資金提供その他の行為を行うこ

とを通じて特定団体等の維持、運営に協力若しくは関与している事実、割当予定

先並びに割当予定先の役員及び主要株主が意図して特定団体等と交流を持ってい

る事実は一切ないことを口頭で確認しております。 

 

（2）割当予定先等を選定した理由 

割当予定先等を選定した理由については、上記Ⅰ．１をご参照下さい。 

 

（3）割当予定先等の保有方針 

住生活グループは当社と、双方がブランドの独自性を維持しつつ最大限のシナジー

を実現することを目的として業務資本提携契約を締結しており、今後も安定株主とし

て当社株式を長期保有する方針であることを口頭で確認しております。 

なお、当社は、住生活グループから、払込期日より２年以内に割当株式の全部又は

一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲

渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社へ書面により報告すること、当社が

当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること及び当該報告内容が公衆縦

覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定であります。 

 

（4）割当予定先等の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

住生活グループは、本第三者割当増資の払込みについて同社の子会社である住生活

グループファイナンス株式会社からの借入金で賄うことを確認しております。住生活

グループファイナンス株式会社の資金等の状況については、同社の直近の財務諸表に

より十分な資産が存在することを確認しております。また、当社が住生活グループと

業務資本提携契約を締結していること等を考慮した結果、本第三者割当増資の払込み

に関しても確実性があると判断しております。 
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７．募集後の大株主及び持株比率 

募集及び処分前（平成22年９月30日現在） 募集後 

株式会社住生活グループ  － 株式会社住生活グループ  34.11％

川島織物セルコン共栄会  6.14％ 川島織物セルコン共栄会  4.06％

株式会社三井住友銀行 4.15％ 株式会社三井住友銀行  2.75％

大和証券キャピタル・マーケッツ

株式会社 
4.08％

大和証券キャピタル・マーケッツ

株式会社 
2.70％

林テレンプ株式会社 3.19％ 林テレンプ株式会社 2.11％

川島織物セルコン従業員持株会 3.08％ 川島織物セルコン従業員持株会 2.04％

帝人ファイバー株式会社  2.42％ 帝人ファイバー株式会社  1.60％

東レ株式会社 2.42％ 東レ株式会社 1.60％

トヨタ自動車株式会社 1.93％ トヨタ自動車株式会社  1.28％

株式会社京都銀行 1.80％ 株式会社京都銀行 1.19％

住友生命保険相互会社 1.73％ 住友生命保険相互会社  1.14％

 

 

８．今後の見通し 

今後の見通しについては、上記Ⅰ.５をご参照下さい。 

 

９．企業行動規範上の手続に関する事項 

本第三者割当増資は、希薄化率が 25％以上であることから、株式会社東京証券取引所の

定める有価証券上場規程第 432 条に規定される独立第三者からの意見入手又は株主の意

思確認手続きを必要といたします。 

そのため、当社は、当社の経営者から一定程度独立し、特別な利害関係には該当しない

独立役員である当社社外監査役２名に対し、本第三者割当増資に関する事項（募集の目的

及び理由、調達する資金の額、使途及び支出予定時期、発行条件、割当予定先の選定理由、

募集後の大株主及び持株比率、今後の見通し）及びその他必要と思われる事項について詳

細に説明しました。 

その結果、上記社外監査役２名から、本第三者割当増資は、当社の財務基盤の強化及び

事業基盤の安定化を図るものであり、当社の企業価値の向上、更には株主の皆様にとって

の利益向上に資すると考えられるため、本第三者割当増資につき必要性及び相当性が認め

られるとの意見を平成 22 年 10 月 30 日付で入手しております。また、全監査役が本第三

者割当増資に関する取締役会に出席し、必要性及び相当性が認められるとの意見を述べて

おります。 
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１０．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1）最近３年間の業績（連結） 

決算期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

連結売上高（百万円） 85,833 73,186 56,336

連結営業利益（百万円） 513 △610 △1,000

連結経常利益（百万円） 192 △808 △1,307

連結当期純利益（百万円） 815 △4,127 △1,454

１株当たり連結当期純利益（円） 8.71 △44.10 △15.55

１株当たり配当金（円） － － －

１株当たり連結純資産（円） 149.35 91.12 77.47

 

（2）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 22 年 11 月１日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 93,903,222 株 100％

潜在株式の総数 － －
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（3）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 

始値 217 円 84 円 73 円

高値 231 円 138 円 110 円

安値 78 円 42 円 52 円

終値 84 円 73 円 77 円

 

② 最近６か月間の状況 

 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 

始値 79 円 77 円 67 円 62 円 55 円 56 円

高値 82 円 81 円 75 円 63 円 62 円 56 円

安値 71 円 67 円 61 円 54 円 54 円 44 円

終値 75 円 67 円 62 円 56 円 55 円 44 円

 

③ 発行決議日直前営業日における株価 

 平成 22 年 10 月 29 日現在 

始値 44 円

高値 45 円

安値 44 円

終値 44 円

 

（4）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

当社は、最近３年間、エクイティ・ファイナンスを行っておりません。 
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１１．発行要領 

（1）募集株式の数    普通株式 48,000,000 株 

（2）払込金額        １株につき 金 46 円 

（3）払込金額の総額   2,208,000,000 円 

（4）増加する資本金     １株につき 金 23 円 

（5）増加する資本準備金 １株につき 金 23 円 

（6）申込期日           平成 22 年 12 月 13 日 

（7）払込期日           平成 22 年 12 月 15 日 

（8）募集又は割当方法   第三者割当の方法により、住生活グループに 48,000,000 株を

割り当てます。 

（9）上記各号については、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律における株式

取得に関する計画届出書の受理及び金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発

生を条件とします。 

 

１２．処分要領 

（1）募集株式の数    普通株式 399,000 株 

（2）払込金額        １株につき 金 46 円 

（3）払込金額の総額   18,354,000 円 

（4）申込期日           平成 22 年 12 月 13 日 

（5）払込期日           平成 22 年 12 月 15 日 

（6）募集又は処分方法   第三者割当の方法により、住生活グループに 399,000 株を割り

当てます。 

（7）上記各号については、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律における株式

取得に関する計画届出書の受理及び金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発

生を条件とします。 
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Ⅲ．主要株主である筆頭株主の異動及び「その他の関係会社」の異動 

１. 異動が見込まれる経緯 

平成 22 年 11 月１日開催の取締役会において、上記Ⅰ．に記載の本第三者割当増資が決

議されたことにより、本第三者割当増資の効力発生後に住生活グループは当社議決権総数

の 34.28％を有することになることから、以下のとおり主要株主である筆頭株主及び「そ

の他の関係会社」に該当することが見込まれます。 

 

２．当該株主の概要 

（1）名称  株式会社住生活グループ 

 

（2）本店所在地等の住生活グループの概要については、上記Ⅱ．６．（1）をご参照下さ

い。 

 

３．当該株主の所有株式数（議決権の数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

住生活グループ 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権数に

対する割合 
大株主順位 

異動前 

（平成 22 年９月 30 日現在）
－ － - 

異動後 48,399 個（48,399,000 株） 34.28％ 第１位 

（注）議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数  1,134,222株 

   平成22 年９月30日現在の発行済株式総数             93,903,222株 

 

４．異動前後における住生活グループの所有する議決権の数及び議決権所有割合 

議決権の数（議決権所有割合） 

 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － 

異動後 その他の関係会社 48,399 個（34.28％） － 48,399 個（34.28％）

 

５．異動予定年月日 

平成 22 年 12 月 15 日 
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６．「開示対象となる非上場の親会社等」の変更の有無 

該当事項はありません。 

 

７．今後の見通し 

今後の見通しについては、上記Ⅰ.５をご参照下さい。 

 

以 上 


